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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第86期

第２四半期連結
累計期間

第86期
第２四半期連結
会計期間

第85期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（百万円） 47,694 24,398 98,662

経常利益（百万円） 2,258 1,235 7,912

四半期（当期）純利益（百万円） 1,274 814 5,289

純資産額（百万円） － 43,718 44,972

総資産額（百万円） － 87,333 90,801

１株当たり純資産額（円） － 426.52 439.05

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
12.71 8.12 52.68

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－　 －　 －

自己資本比率（％） － 49.0 48.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
3,241 － 7,805

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,747 － △9,830

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,253 － △1,575

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ 3,178 4,150

従業員数（人） － 3,461 3,414

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

　　　　ません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

  当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 3,461 [917]

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［　］内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 1,346 [809]

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［　］内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円）

ベルト・工業用品 15,983

化成品 1,211

その他 52

合計 17,246

　（注）１．金額は、販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当第２四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 受注残高(百万円)

ベルト・工業用品 22,431 6,874

化成品 1,315 350

その他 86 450

合計 23,833 7,674

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円）

ベルト・工業用品 22,791

化成品 1,317

その他 289

合計 24,398

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　なお、「生産実績」「受注状況」および「販売実績」は、セグメント間消去後の金額を記載しております。
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２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

３【財政状態及び経営成績の分析】

（１）業績の状況 　

　当第２四半期連結会計期間において、わが国経済は、原油価格高騰の一服感は出てきたものの、依然その水準は高く、

原材料価格のみならず、エネルギーや食品価格等にまで波及してきたことなどから、国内の景気は悪化の様相を呈し

てきました。また、海外におきましても、中国をはじめとする新興国や資源国などの景気にも、かげりが見えはじめ、サ

ブプライムローン問題に端を発した米国における金融危機、それに伴う米国経済の減速による世界規模の景気後退、

さらには近時の世界的な株価の急激な下落といった事象を考えますと、今後、極めて深刻な状況が続くものと思われ

ます。

　こうした中、当社グループは、中期経営計画“DOING MORE on the new frontier”の達成に向けて、コア事業の更なる

深耕とグローバル化に対応した生産・販売体制の強化による連結収益力の向上、サブ・コア事業における持続性のあ

る収益体質の強化、一歩先を行く新製品の開発や新規事業の育成などに取り組むとともに、積極的に営業活動を展開

し、海外での売上高は、現地通貨ベースでは伸長したものの、近時の景気低迷のあおりや円高の影響を受けた結果、当

第２四半期連結会計期間の売上高は243億９千８百万円、営業利益は９億４千４百万円、経常利益は12億３千５百万

円、四半期純利益は８億１千４百万円となりました。

主な事業の種類別セグメントの状況は、次のとおりであります。

[ベルト・工業用品事業]
運搬ベルト製品：鉄鋼産業向けをはじめとする一般コンベヤベルト、また、同期搬送用ベルト(LSB-U) などの販売は伸
長いたしました。しかしながら、樹脂コンベヤベルトは前年同期比で減少いたしました。

自動車用伝動製品：国内（輸出向け含む）および海外の自動車生産台数が減少する中、当社グループの主力製品であ
るリブエースなどをはじめとする補機駆動用ベルトやオートテンショナ、一方向クラッチ内蔵プーリ（バンドー・ス
ムース・カップラー）などの補機駆動用のシステム製品の販売は前年同期比で減少いたしました。こうした中で、変速
バイク用ベルトの販売は、台湾における二輪車用ベルトの特需により、伸長いたしました。

一般産業用伝動ベルト製品：産業機械用Ｖベルトの販売においては、工作機械の減産傾向が強まる中、前年同期比で減
少しましたが、2007年６月に上市した“省エネパワーエース”の販売は伸長いたしました。

マルチメディア・パーツ関連製品：電子写真出力機器に使用される高機能ローラーの販売は前年同期並みとなりまし
たが、ブレードや樹脂製品の販売は前年同期より減少しました。

土木・建築関連製品：改正建築基準法などにより減少傾向であった防水シートの販売は、前年同期に比べて若干増加い
たしました。

　これらの結果、当事業の売上高は227億９千２百万円、営業利益は22億９千８百万円となりました。

[化成品事業]

　化成品事業におきましては、医療用フイルムの販売が増加したものの、改正建築基準法の影響により、建築資材用フイ

ルムおよび付加価値の高い装飾表示用の粘着加工製品の販売は、減少となりました。

これらの結果、当事業の売上高は13億２千５百万円、営業損失は７千２百万円となりました。

[その他の事業]

　その他の事業につきましては、主に機械設備の製造・販売、ゴルフ場の経営などの事業を行っております。当事業の売

上高は６億５千８百万円、営業損失は８千１百万円となりました。
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　　主な所在地別セグメントの状況は、次のとおりであります。

 [日本]

　運搬ベルトにつきましては、鉄鋼業界を中心に堅調に推移し、一般コンベヤベルト、同期搬送用ベルト(LSB-U) などの

販売が伸長いたしました。

　伝動ベルトにつきましては、国内自動車メーカーや工作機器メーカーの減産の影響を受け、当社グループの主力製品

であるリブエースをはじめとする補機駆動用ベルトやオートテンショナなどの補機駆動用のシステム製品および産業

機械用Ｖベルトの販売は減少いたしました。

　工業用品につきましては、マルチメディア・パーツ関連分野において、電子写真出力機器に使用される高機能ロー

ラーの販売は前年同期並みとなりましたが、ブレードや樹脂製品の販売は前年同期より減少しました。

　その結果、当地域の売上高は189億９百万円、営業利益は19億６千１百万円となりました。

　［アジア］

　アジアにおきましても世界的不況感から販売の停滞傾向が強まった他、原材料・燃料費の高止まりによるコスト増な

ど、経営環境は厳しさを増しておりますが、それぞれの市場の需要に適した製品を投入することで販売を維持・強化し

ております。

　タイ・インドネシアでは、農機用ベルトおよび二輪車用ベルトの販売が伸長し、中国では、自動車用ベルトの販売が順

調に伸びております。台湾・インドでも二輪車用ベルトの販売が伸長しました。

　その結果、当地域の売上高は52億７千３百万円、営業利益は３億６千８百万円となりました。

　［その他の地域］

　北米地域では、景気が急速に減速しつつあり、一般産業用ベルトの販売が減少しておりますが、自動車市場では当社の

シェアの高い小型車向け自動車用ベルトの販売が増加しております。

欧州地域では、既存市場を深耕しつつ、東欧・ロシアを含む新市場開発を進めております。

　中南米、CIS地域につきましても市場調査と販売活動を積極的に進めております。今後さらなる経済拡大が見込まれる

その他の新興諸国も視野に入れて、新規市場開拓を実施してまいります。

　その結果、当地域の売上高は22億３千７百万円、営業利益は８千万円となりました。

　なお、事業の種類別セグメントの状況および所在地別セグメントの状況については、セグメント間消去前の金額で記

載しております。

（２）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、31億７千８百万円となりまし

た。各連結キャッシュ・フローの状況とその要因は以下のとおりであります。

営業活動によるキャッシュ・フロー：当第２四半期連結会計期間において、営業活動による資金収支は８億４千９

百万円の収入となりました。これは主に“税金等調整前四半期純利益”11億５千４百万円、“減価償却費”15億２千

９百万円、“売上債権の増加額”△７億３千万円などの調整のほか、法人税等の支払額が１億９千６百万円あったこ

となどによるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フロー：当第２四半期連結会計期間において、投資活動による資金収支は13億６千７

百万円の支出となりました。これは主に、固定資産の取得による支出が13億６千９百万円あったことなどによるも

のであります。

財務活動によるキャッシュ・フロー：当第２四半期連結会計期間において、財務活動による資金収支は２億４千８

百万円の支出となりました。これは主に、借入金の純減額が２億４千５百万円あったことなどによるものでありま

す。

（３）対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更および

新たに生じたものはありません。

　なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社法

施行規則第127条各号に掲げる事項）は次のとおりであります。
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１．基本方針の内容

　当社は、財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値、ひいては株主価値の最大化に資する者である

べきと考えます。具体的には、後述の「経営理念」を充分に理解し、これを実践することによって、株主共同の利益を維

持・向上させる者であるべきと考えます。一方、財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方は、株主共同の利

益の観点から、株主の皆様に適切に判断いただくべきと考えます。そして、株主の皆様に適切に判断いただくためには、

株主の皆様に十分な情報を提供することが必須であると考えます。

２．財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する取組み

　当社グループは、1906年の創業以来、「私達は、調和と誠実の精神をもって、社会のニーズに沿った新たな付加価値と

より高い品質を日々創造、提供し、お客様をはじめとする社会の信頼に応え、社業の発展を期するとともに、バンドーグ

ループの従業員たることに誇りを持ち、社会に貢献することを期する。」という経営理念のもと、グループ・ビジョン

21を策定し、世界市場におけるコア事業の拡大と、新たなる起業に向って逞しく前進する企業

グループを目指し、ゴム・プラスチック製品メーカーのパイオニアとして、お客様のニーズに応えるべく、新技術や新

製品の開発を行っております。

　具体的には、2007年度から2012年度までの新中期経営計画“DOING MORE on the new frontier”を策定し、常にお客様

の満足度を追求し、“強み”に磨きをかけ、新たな“個性”を創出し続け、長期的な企業価値の向上に取り組んでおり

ます。その概要は、次のとおりであります。

①新中期経営計画の概要

“DOING MORE on the new frontier”の最初の３年間（2007－2009年度）を1st stage(ＤＭ－１)、次の３年間（2010－

2012年度）を2nd stage(ＤＭ－２)と位置づけ、次の重要経営課題を遂行することによって、企業価値のさらなる向上

を図る。　

②ＤＭ－１の重要経営課題　

(1）コア事業である伝動ベルト事業、ＭＭＰ事業（電子写真プロセス用機能部品）において、グローバル展開と連

結収益力の向上を図る。

(2）運搬・建設資材事業および化成品事業を、さらなる事業構造の変革により、持続性のある収益体質にする。

(3）先端的、革新的な技術開発に挑戦し、常に一歩先を行く新製品を連続的に開発する。　

③ＤＭ－１の定量目標

売上高（連結）…………………1,060億円

営業利益（連結）………………　 95億円

ＲＯＡ（連結）…………………4.5％以上

３．大量買付行為がなされた場合において、株主の皆様に当該大量買付者が株主共同の利益を維持・向上させる者か

否かを適切に判断いただくための十分な情報を提供するための手続き

①手続きの概要

　当社は、当社株券等の大量買付を行おうとする者に対して、これに先立ち、買付目的その他株主の皆様に判断いた

だくために必要と考える情報の当社取締役会に対する提供を求め、当社取締役会は、当該買付を行おうとする者か

ら提供された情報およびこれに対する当社取締役会の評価を併せて、株主の皆様に対して公表いたします。

②適用対象　

本手続きは、次の一に該当する場合に適用されます。

(1)当社が発行者である株券等(注)１.について、保有者(注)２.の株券等保有割合(注)３.が20％以上となる買付け

(2)当社が発行者である株券等(注)４.について、公開買付け(注)５.に係る株券等の株券等所有割合(注)６.およびそ

の特別関係者(注)７.の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け

　以下、上記(1)および(2)の買付を「買付等」といい、買付等を行おうとする者を「買付者等」といいます。

③買付者等が遵守すべき手続きの概要

当社取締役会が、買付者等に遵守を要請する手続きは、

・株主の皆様に買付等に応募するかどうかを判断いただくために必要かつ十分な情報を買付者等に提供願うと

ともに

・株主の皆様による一定の評価期間が経過した後に買付等を開始していただくためのものであります。
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その概要は、次のとおりであります。

(1) 意向表明書の当社への事前提出

  買付者等が買付等を行おうとする場合には、まず当社取締役社長宛に、本手続きを遵守する旨の誓約および次

の内容等を記載した意向表明書をご提出いただきます。

 イ．買付者等の名称、住所

 ロ．設立準拠法

 ハ．代表者の氏名

 ニ．国内連絡先

 ホ．提案する買付等の概要

(2) 情報の提供

　当社取締役会は、前記意向表明書受領後、10営業日(注)８.以内に、株主の皆様の判断および当社取締役会としての

意見形成のために提出いただくべき必要かつ十分な情報のリストを買付者に対して交付します。提出いただく情

報は、買付者等の属性および買付等の行為の内容によって異なりますが、一般的な項目としては、次のような情報

が考えられます。

イ．買付者等およびそのグループ（共同保有者(注)９.、特別関係者および組合員（ファンドの場合）その他の構

成員を含みます。）の詳細（名称、事業内容、経歴または沿革、資本構成、財務内容等を含みます。）

ロ．買付等の目的、方法および内容（買付等の対価の価額・種類、買付等の時期、関連する取引の仕組み、買付等

の方法の適法性、買付等の実行の可能性等を含みます。）　

ハ．買付価格の算定根拠（算定の前提となる事実、算定方法、算定に用いた数値情報および買付等に係る一連の

取引により生じることが予想される相乗効果の内容を含みます。）　

ニ．買付資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を含みます。）の具体的名称、調達方法、関連する取引の

内容を含みます。）　

ホ．買付後の当社グループの経営方針、事業計画、資本政策および配当政策

ヘ．買付後における当社グループの従業員、取引先、顧客その他の当社グループに係る利害関係者の処遇方針　

ト．その他当社取締役会が、株主の皆様の判断のために必要と考える情報 　

　当社取締役会は、これら情報が、当該買付者等が株主共同の利益を維持・向上させる者か否かを適切に判断い

ただくための十分な情報か否かを精査し、仮に、不十分であると判断した場合は、買付者等に追加情報を求める

ことができるものとします。

　当社取締役会は、十分な情報を受領したと認める場合は、直ちにその旨を買付者等に通知します。当該通知日か

ら合理的期間内に（原則として、60営業日とする。）これら情報の内容を検討し、これに対する当社取締役会の

評価（当社の考えおよび対応ならびに当該買付者等の本手続きの遵守状況を含む。）を併せて、株主の皆様に対

して公表するものとします。　

　なお、提供のあった情報につきましては、株主の皆様に判断いただくための情報として、当社ホームページに掲

載いたします。

(3）買付等の実施時期

買付者等は、上記の株主の皆様に対する情報の公表がなされた後にのみ買付等を開始するものといたします。

④当社取締役会の考える不適切な買付等

当社取締役会は、次のような買付等は、不適切な買付等であると考えております。

イ. 買付者等が当社の設定した手続きを含め所定の手続きを遵守しない買付等

　ロ. 株券等を買い占め、その株券等について当社に対して高値で買取りを要求する目的でなされる買付等

　ハ．当社の経営を一時的に支配して、当社の重要な資産等を廉価に取得する等当社の犠牲の下に買付者等の利益

を実現する経営を行う目的でなされる買付等

　ニ．当社の資産を買付者等やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する目的でなされる買付等

　ホ. 当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない高額資産等を処分させ、その処分利益を

もって一時的な高配当をさせるか、あるいは、一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って高値で売り

抜ける目的でなされる買付等

　ヘ．強圧的二段階買付（最初の買付ですべての株券等の買付を勧誘することなく、二段階目の買付条件を不利に

設定し、あるいは明確にしないで、買付等を行うことをいいます。）等、株主に株券等の売却を事実上強要す

るおそれのある買付等

　ト．買付等の条件（対価の価額・種類、買付等の時期、買付等の方法の適法性、買付等の後の経営方針または事業

計画、買付等の後における当社の少数株主、従業員、取引先、顧客その他の当社に係る利害関係者に対する方

針等を含みます。）が当社の本源的価値に鑑み不十分または不適当な買付等

　チ．その他、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を損ねる重大なおそれをもたらす買付等
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４.前号の取組みが基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損なうものではないことおよび会社役員の地位の維

持を目的とするものではないことと判断する理由　

①当該取組みが基本方針に沿うものであること

　当該取組みは、株主の皆様に当該買付者等が株主共同の利益を維持・向上させる者か否かを適切に判断いただ

くための十分な情報を提供するための手続きであり、基本方針に沿うものであります。

　②当該取組みが株主共同の利益を損なうものではないこと

　当該取組みは、前述いたしましたように、株主共同の利益を尊重するという基本方針に沿うものであり、株主共

同の利益を損なうものではないことは明らかであります。

　③当該取組みが会社役員の地位の維持を目的とするものではないこと

　当該取組みは、株主の皆様に当該買付者等が株主共同の利益を維持・向上させる者か否かを適切に判断いただ

くための十分な情報を提供するための手続きであり、当社の経営陣として相応しい者は、当社会社役員か当該買

付者等かを株主の皆様に判断いただくものであります。したがいまして、当該取組みが会社役員の地位の維持を

目的とするものではないことは明らかであります。　

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

　(注)１.金融商品取引法第27条の23第１項に定義されます。以下別段の定めがない限り同じとします。

　　　　なお、本方針において引用される法令等に改正（法令名の変更や旧法令等を継承する新法令等の制定を含みま

す。）があった場合には、本方針において引用される法令等の各条項は、当社取締役会が別途定める場合を

除き、当該改正後においてこれらの法令等の各条項を実質的に継承する法令等の各条項に読み替えられる

ものとします。

　　　２.金融商品取引法第27条の23第１項に規定される保有者をいい、同条第３項に基づき保有者に含まれる者を含み

ます。

　３.金融商品取引法第27条の23第４項に定義されます。以下同じとします。

　    ４.金融商品取引法第27条の2第１項に定義されます。以下(2)において同じとします。

　 ５.金融商品取引法第27条の2第６項に定義されます。以下同じとします。  

　  ６.金融商品取引法第27条の2第８項に定義されます。以下同じとします。  

　 ７.金融商品取引法第27条の2第７項に定義される特別関係者をいいます。ただし、同項第１号に掲げる者につい

ては、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第３条第２項で定める者を除き

ます。以下同じとします。

　８.営業日とは、行政機関の休日に関する法律第１条第１項各号に掲げる日以外の日をいいます。以下同じとし

ます。

　  ９.金融商品取引法第27条の23第５項に定義される共同保有者をいい、同条第６項に基づき共同保有者とみなさ

れると当社取締役会が認めた者を含みます。以下同じとします。

（４）研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の改良開発を含む研究開発活動の金額は８億５千３百万円であり、　　

　　うち、新規新製品の「研究開発費」の金額は２億４千７百万円であります。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、拡充について、重要

な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 378,500,000

計 378,500,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 101,627,073 101,627,073
東京証券取引所第一部

大阪証券取引所第一部
－

計 101,627,073 101,627,073 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
  （千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成20年７月１日

～

平成20年９月30日

－　 101,627 －　 10,951 －　 2,738
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（５）【大株主の状況】

　 平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社三井住友銀行 　東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 4,915 4.83

　バンドー共栄会 　神戸市中央区港島南町４丁目６番６号 4,714 4.63

　株式会社みずほコーポレート銀

行
　東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 4,600 4.52

株式会社三菱東京UFJ銀行 　東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 4,500 4.42

　三菱UFJ信託銀行株式会社 　東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 4,004 3.93

　明治安田生命保険相互会社 　東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 4,000 3.93

　東京海上日動火災保険株式会社 　東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 3,678 3.61

　日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口４G）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 3,124 3.07

　日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
　東京都中央区晴海１丁目８番11号 3,070 3.02

　日本生命保険相互会社 　東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 2,936 2.88

　ニッセイ同和損害保険株式会社 　大阪市北区西天満４丁目15番10号 2,351 2.31

計11名 － 41,895 41.22

　（注）日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４G）の所有株式数3,124千株および日本トラスティ・

サービス信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数3,070千株は信託業務に係る株式数であります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － 　－

議決権制限株式（自己株式等） － － 　－

議決権制限株式（その他） － － 　－

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　1,278,000 － 　－

完全議決権株式（その他） 普通株式 99,333,000 99,329 　－

単元未満株式 普通株式　1,016,073 －
1単元（1,000株）未満の

株式

発行済株式総数 101,627,073　 － －

総株主の議決権 － 99,329 －

　（注）上記「完全議決権株式（その他）」の中には、証券保管振替機構名義の株式が４千株含まれております。なお、当

該株式に係る議決権の数４個については、「議決権の数」の欄には含まれておりません。

②【自己株式等】

　 平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

バンドー化学株式会社
神戸市兵庫区明和通３丁

目２番15号
1,275,000 －　 1,275,000 1.25

バンドー福島販売株式

会社

福島県いわき市平字愛谷

町４丁目６番13号
2,000 －　 2,000 0.00

北陸バンドー販売株式

会社

富山県富山市問屋町３丁

目２番19号
1,000 －　 1,000 0.00

計 － 1,278,000 －　 1,278,000 1.25

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

　
５月

　
６月

　
７月

　
８月

　
９月

最高（円） 411 434 425 412 401 333

最低（円） 343 377 387 364 310 272

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

 取締役
生産技術担当

伝動事業部長
　取締役

生産技術、海外事

業担当

伝動事業部長

福田　實　 平成20年11月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第１四半期連結会計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）から、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第

５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から

平成20年９月30日まで）および当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係

る四半期連結財務諸表について、神陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,242 4,223

受取手形及び売掛金 20,415 20,218

商品及び製品 6,579 6,855

仕掛品 2,262 1,984

原材料及び貯蔵品 1,580 1,648

その他 3,068 2,747

貸倒引当金 △26 △23

流動資産合計 37,122 37,654

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1, ※3
 12,297

※1, ※3
 12,949

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 13,625

※1, ※3
 15,063

その他（純額） ※1, ※3
 10,940

※1, ※3
 11,091

有形固定資産合計 36,864 39,103

無形固定資産

のれん ※2
 128

※2
 220

ソフトウエア 2,734 2,663

ソフトウエア仮勘定 － 271

その他 72 125

無形固定資産合計 2,936 3,280

投資その他の資産

投資有価証券 ※3
 8,214

※3
 8,681

その他 2,334 2,214

貸倒引当金 △138 △133

投資その他の資産合計 10,410 10,762

固定資産合計 50,211 53,146

資産合計 87,333 90,801
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 15,716 16,655

短期借入金 8,055 8,221

未払法人税等 1,062 805

その他 5,742 5,995

流動負債合計 30,576 31,677

固定負債

長期借入金 9,376 10,304

退職給付引当金 1,645 1,587

役員退職慰労引当金 31 55

その他 1,985 2,202

固定負債合計 13,038 14,150

負債合計 43,614 45,828

純資産の部

株主資本

資本金 10,951 10,951

資本剰余金 5,506 5,510

利益剰余金 28,374 27,687

自己株式 △749 △749

株主資本合計 44,083 43,400

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 805 1,262

繰延ヘッジ損益 2 5

為替換算調整勘定 △2,105 △622

評価・換算差額等合計 △1,297 645

少数株主持分 933 926

純資産合計 43,718 44,972

負債純資産合計 87,333 90,801
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 47,694

売上原価 35,183

売上総利益 12,510

販売費及び一般管理費 ※
 10,469

営業利益 2,041

営業外収益

受取利息 20

受取配当金 92

持分法による投資利益 249

その他 303

営業外収益合計 667

営業外費用

支払利息 240

その他 209

営業外費用合計 450

経常利益 2,258

特別利益

固定資産売却益 2

特別利益合計 2

特別損失

持分変動損失 99

固定資産除売却損 101

特別損失合計 201

税金等調整前四半期純利益 2,059

法人税、住民税及び事業税 851

法人税等調整額 △109

法人税等合計 742

少数株主利益 42

四半期純利益 1,274
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 24,398

売上原価 18,144

売上総利益 6,253

販売費及び一般管理費 ※
 5,309

営業利益 944

営業外収益

受取利息 10

受取配当金 29

持分法による投資利益 111

その他 335

営業外収益合計 486

営業外費用

支払利息 117

その他 78

営業外費用合計 195

経常利益 1,235

特別利益

固定資産売却益 0

特別利益合計 0

特別損失

固定資産除売却損 80

特別損失合計 80

税金等調整前四半期純利益 1,154

法人税、住民税及び事業税 401

法人税等調整額 △93

法人税等合計 308

少数株主利益 31

四半期純利益 814
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,059

減価償却費 2,962

のれん償却額 47

貸倒引当金の増減額（△は減少） 14

退職給付引当金の増減額（△は減少） 27

受取利息及び受取配当金 △113

支払利息 240

為替差損益（△は益） 58

持分法による投資損益（△は益） △249

持分変動損益（△は益） 99

固定資産除売却損益（△は益） 98

売上債権の増減額（△は増加） △725

たな卸資産の増減額（△は増加） △319

仕入債務の増減額（△は減少） △371

その他 11

小計 3,840

利息及び配当金の受取額 191

利息の支払額 △242

法人税等の支払額 △548

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,241

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） △0

固定資産の取得による支出 △2,572

固定資産の売却による収入 14

投資有価証券の取得による支出 △220

子会社株式の取得による支出 △49

その他 81

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,747

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 90

長期借入れによる収入 37

長期借入金の返済による支出 △850

自己株式の取得による支出 △9

自己株式の売却による収入 5

配当金の支払額 △501

少数株主への配当金の支払額 △24

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,253

現金及び現金同等物に係る換算差額 △213

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △972

現金及び現金同等物の期首残高 4,150

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,178
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

(1)連結の範囲の変更

　連結子会社である大阪バンドーベルト

販売株式会社および中国バンドー株式会

社は、連結子会社である株式会社近畿バ

ンドーに平成20年４月１日をもって吸収

合併されました。これに伴い、連結子会社

数を２社減じております。なお、存続会社

である株式会社近畿バンドーは、商号を

西日本バンドー株式会社に変更しており

ます。

  また、連結子会社であるバンドーコン

ピューターシステム株式会社は清算結了

いたしましたので、第１四半期連結会計

期間より連結の範囲から除外しておりま

す。これに伴い、連結子会社数を１社減じ

ております。

 

(2)変更後の連結子会社の数

　 26社

２．会計処理基準に関する事

項の変更

(1)「棚卸資産の評価に関する会計基

準」の適用 

  第１四半期連結会計期間より「棚卸資

産の評価に関する会計基準」（企業会計

基準第９号　平成18年７月５日）を適用

し、評価基準については、従来の原価法か

ら原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下による簿価切下げの方法）に

変更しております。これにより、 当第２

四半期連結累計期間の損益に与える影響

はありません。

 

(2)「連結財務諸表作成における在外子

会社の会計処理に関する当面の取扱い」

の適用

　第１四半期連結会計期間より、「連結財

務諸表作成における在外子会社の会計処

理に関する当面の取扱い」（実務対応報

告第18号　平成18年５月17日）を適用し、

連結決算上必要な修正を行っておりま

す。

　これにより、期首の利益剰余金を86百万

円減額しておりますが、当第２四半期連

結累計期間の損益に与える影響は軽微で

あります。
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当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

 (3)リース取引に関する会計基準等の適用

　「リース取引に関する会計基準」（企

業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年

３月30日改正））および「リース取引に

関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日

（日本公認会計士協会　会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））を平成

20年４月１日以後開始する連結会計年度

に係る四半期連結財務諸表から適用する

ことができることになったことに伴い、

第１四半期連結会計期間から、これらの

基準等を適用し、通常の売買取引に係る

会計処理によっております。また、所有権

移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産の減価償却の方法について

は、リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。

これにより、当第２四半期連結累計期間

の損益に与える影響はありません。

  なお、リース取引開始日が会計基準適

用初年度開始前のリース取引について

は、引続き、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理を適用しております。

 

(4)在外子会社等の収益及び費用の換算

方法の変更

　在外子会社等の財務諸表項目のうち、収

益及び費用について、従来、当該子会社等

の連結決算日の直物為替相場により換算

しておりましたが、第１四半期連結会計

期間より、期中平均相場により換算する

方法に変更しております。この変更は期

中を通じて発生する収益及び費用の各項

目を期中平均相場で換算することによ

り、直物為替相場の変動の影響を排除し、

より経営成績を正しく反映させることが

でき、実情に即した表示にするために

行ったものであります。

　これにより、従来の方法によった場合に

比べ、当第２四半期連結累計期間の売上

高が３百万円、営業利益が19百万円、経常

利益が15百万円増加し、税金等調整前四

半期純利益が14百万円増加しておりま

す。

　なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。
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【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

１．棚卸資産の評価方法 　棚卸資産の簿価の切下げについては、収

益性の低下が明らかなものについてのみ

簿価の切下げを行う方法によっておりま

す。

２．固定資産の減価償却費の

算定方法

　定率法を採用している資産については

当連結会計年度に係る減価償却費の額を

期間按分して算定する方法によっており

ます。

　　【追加情報】

　

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

　（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当社および国内連結子会社の機械装置の耐用年数につ

いては、平成20年度の法人税法の改正を契機として資産

の利用状況を見直した結果、第１四半期連結会計期間よ

り変更致しました。

　これにより、従来の方法によった場合に比べ、当第２四

半期連結累計期間の営業利益、経常利益および税金等調

整前四半期純利益は、それぞれ122百万円減少しておりま

す。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１. 有形固定資産の減価償却累計額    62,897 百万円

※２．「のれん」128百万円は、負ののれん95百万円を相殺

後の金額であります。

※３．担保資産

　　担保に供している資産で、企業集団の事業の運営に

おいて重要なものであり、かつ、前連結会計年度の

末日に比べ著しい変動が認められるものは、次のと

おりであります。

 

建物及び構築物 1,139百万円 (　 － 百万円)

その他（土地） 528 (　 － 　　　)

投資有価証券 3 (　 － 　　　)

合計 1,671 (　 － 　　　)

上記のうち（　）内書の工場財団抵当は解消されま

した。

※１. 有形固定資産の減価償却累計額     61,857百万円

※２．「のれん」220百万円は、負ののれん60百万円を相殺

後の金額であります。

※３．担保資産

　

 

 

 

建物及び構築物 1,794百万円 (　476 百万円)

機械装置及び運搬

具等
299 (　299 　　　)

その他（土地） 1,079 (　499 　　　)

投資有価証券 3 (　 － 　　　)

合計 3,177 ( 1,275 　　　)

上記のうち（　）内書は工場財団抵当を示しており

ます。

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額は

次のとおりであります。

　　　従業員給料　　　　　　　　　　　2,977百万円

　　　退職給付費用　　　　　　　　　　　250 

　　　役員退職慰労引当金繰入額　　　　    1 

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額は

次のとおりであります。

　　　従業員給料　　　　　　　　　　　1,622百万円

　　　退職給付費用　　　　　　　　　　  126 

　　　役員退職慰労引当金繰入額　　　　　　0　 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に記載されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在）

　現金及び預金勘定  　  3,242百万円

　預入期間が３か月を超える

　定期預金
△63

　現金及び現金同等物 3,178

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　101,627千株

２．自己株式の種類及び株式数

　　普通株式　　　1,313千株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額　

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月20日

定時株主総会
普通株式 501 5

平成20年３月31日

　

平成20年６月23日

　
利益剰余金　

　(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間　

　末後となるもの

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年11月５日

取締役会
普通株式 501 5 平成20年９月30日 平成20年12月１日 利益剰余金

５．株主資本の著しい変動に関する事項　

　当第２四半期連結累計期間における剰余金の配当については、「４．配当に関する事項」に記載しており

　ます。なお、この他に該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

　
ベルト・工
業用品
（百万円）

化成品
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 22,791 1,317 289 24,398 - 24,398

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
0 8 369 378 (378) -

計 22,792 1,325 658 24,776 (378) 24,398

営業利益（又は営業損失） 2,298 (72) (81) 2,143 (1,199) 944

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　
ベルト・工
業用品
（百万円）

化成品
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 44,341 2,589 763 47,694 - 47,694

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
41 17 501 560 (560) -

計 44,382 2,606 1,265 48,254 (560) 47,694

営業利益（又は営業損失） 4,456 (14) (43) 4,398 (2,357) 2,041

　（注）１．事業区分の方法は、製品の種類毎に、販売方法、販売市場等の類似性を考慮し、次のような事業区分としており

ます。

２．事業区分の主要な製品

事業の区分 主要な製品

ベルト・工業用品
伝動ベルト・伝動システム製品、運搬ベルト・運搬システム製品および関連部品、マルチメ

ディア・精密機器部品、ＦＡ関連部品および防水シートなどの土木・建築資材など

化成品
建築資材用・装飾表示用・医療資材用・工業資材用・生活関連用などの高機能フィルムおよ

びその高加工度製品など

その他 機械設備の製造・販売、不動産販売・仲介およびゴルフ場の経営など

３．会計処理基準に関する事項の変更

　第１四半期連結会計期間より、在外子会社等の収益及び費用の換算方法を、期中平均相場により換算する

　方法に変更しております。

　　これにより、従来の方法によった場合と比較して、当第２四半期連結累計期間の売上高は「ベルト・工業

　  用品」が３百万円、営業利益は「ベルト・工業用品」が19百万円それぞれ増加しております。

　４．追加情報

　当社および国内連結子会社の機械装置の耐用年数については、平成20年度の法人税法の改正を契機として資

産の利用状況を見直した結果、第１四半期連結会計期間より変更致しました。

これにより、従来の方法によった場合と比較して、当第２四半期連結累計期間の営業利益は「ベルト・工業

用品」が117百万円、「化成品」が０百万円、「その他」が０百万円、「消去又は全社」が４百万円それぞれ

減少しております。

EDINET提出書類

バンドー化学株式会社(E01092)

四半期報告書

25/31



【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

　
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

その他の地
域
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 17,112 5,124 2,161 24,398 - 24,398

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
1,797 148 76 2,022

　

(2,022)

　

-

計 18,909 5,273 2,237 26,420 (2,022) 24,398

営業利益 1,961 368 80 2,410 (1,466) 944

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

その他の地
域
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 33,681 9,860 4,153 47,694 - 47,694

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
3,305 294 169 3,769

 

(3,769)

　

-

計 36,986 10,154 4,323 51,463 (3,769) 47,694

営業利益 3,708 793 147 4,649 (2,607) 2,041

　（注）１．国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっており、日本以外の区分に含まれる主な国または地域は以

下のとおりであります。

アジア……………………中国、タイ、韓国ほか

その他……………………米国、ヨーロッパ

　２．会計処理基準に関する事項の変更

　　第１四半期連結会計期間より、在外子会社等の収益及び費用の換算方法を、期中平均相場により換算する

　　方法に変更しております。

これにより、従来の方法によった場合と比較して、当第２四半期連結累計期間の売上高は「アジア」が106百

万円増加し、「その他の地域」が103百万円減少し、営業利益は「アジア」が22百万円増加し、「その他の地

域」が３百万円減少しております。

３．追加情報

　当社および国内連結子会社の機械装置の耐用年数については、平成20年度の法人税法の改正を契機として資

産の利用状況を見直した結果、第１四半期連結会計期間より変更致しました。

これにより、従来の方法によった場合と比較して、当第２四半期連結累計期間の営業利益は「日本」が118百

万円、「消去又は全社」が４百万円それぞれ減少しております。
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【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

　 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 5,622 2,675 8,297

Ⅱ　連結売上高（百万円）   24,398

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割

合（％）
23.0 11.0 34.0

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 11,488 5,164 16,652

Ⅱ　連結売上高（百万円）   47,694

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割

合（％）
24.1 10.8 34.9

　（注）１．海外売上高は、当社および連結子会社の日本以外の国または地域における売上高であります。

２．国または地域の区分の方法および、各区分に属する主な国または地域

(1）国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

(2）各区分に属する主な国または地域

アジア……………………中国、タイ、韓国、インドネシアほか

その他……………………米国、ヨーロッパ、オセアニア、中南米ほか
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（有価証券関係）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

（デリバティブ取引関係）

　当社グループのデリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用しているため、開示の対象となる取引はあり

ません。

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 426.52円 １株当たり純資産額 439.05円

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 12.71円 １株当たり四半期純利益金額 8.12円

　（注）１．なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載してお

りません。

　２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

四半期純利益（百万円） 1,274 814

普通株主に帰属しない金額（百万円） －　 －　

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 1,274 814

期中平均株式数（千株） 100,316 100,311

（重要な後発事象）

　　　　　該当事項はありません。

（リース取引関係）

　リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会

計年度末に比べて著しい変動がありません。
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２【その他】

　平成20年11月５日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額…………………………501百万円

（ロ）１株当たりの金額………………………………………５円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………………平成20年12月１日

（注）平成20年９月30日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行

います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成 20年 11月 11日

バンドー化学株式会社

取締役会　御中

神陽監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 川本　章雄　　印

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 片桐　義則　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているバンドー化学株式会

社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成

20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、バンドー化学株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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